合衆国の公教育における政府の権限とその限界（1）-1920年代の連邦最高裁判例Meyer判決とPierce判決に関する考察- by 中川,律
法学研究論集
第29号　2008．9
合衆国の公教育における政府の権限とその限界（1）
1920年代の連邦最高裁判例Meyer判決と
　　Pierce判決に関する考察
Governmental　Power　and　Its　Limits　concerning　Public
　　　　　　Education　in　the　United　States（1）
ANote　on　the　Supreme　Court　Decisions　of　1920’s：
　　　　　Meツer　and　1）ie7「ce　Cases
博士後期課程　公法学専攻　2004年度入学
　　　　中　　川　　　　　律
　　　　　　　NAKAGAWA　Ritsu
【論文要旨】
　立憲民主主義国家においては，政府は公教育を組織，運営する権限を認められているが，その権
限も憲法上の制約に服さねばならない。本稿は，公教育に関する政府の権限とその限界について考
察するために，1920年代のアメリカ合衆国の2つの判例（Meyer判決とPierce判決）の分析を試
みている。その理由は，2つの判決が合衆国の公教育に関する憲法上の基本構造（政府の権限対親
の教育の自由）を明らかにしたものとして有名だからに留まらず，1980年代以降の憲法学，政治
哲学の潮流から，2つの判決に対する評価の見直しを迫るような議論状況が生まれており，立憲民
主主義国家の公教育における政府の役割および民主的価値観を備えた市民育成のあり方を考える上
で，2つの判決をいかに評価するのかが改めて重要になっているからである。そもそも，2つの判
決は，それらが出された1920年代における連邦最高裁の状況（ロックナー判決期）やその後の先
例としての扱われ方からして評価を難しくする二面性を含んでいる。そこで，当時の社会状況や連
邦最高裁の状況に照らして，2つの判決がいかなることを述べるものなのかを分析する。本稿は，
その分析の前半部分として，1において，2つの判決に内在する二面性を確認し，皿において，2
つの判決の内容を当時の社会状況や訴訟の経緯を含めて説明している。
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はじめに
　立憲民主主義国家では，公教育1に関する政府の権限はどこに限界があるのかという問題は，極
めて重要である。政府が公教育を通じて個人や国民全体に提供する利益は大きく，それゆえ，公教
育を実施する政府の権限をそれ自体否定することはできない。しかし，教育というものが個人の精
神に対する働きかけである以上，無制約に政府の権限を認めることもできない。政府が精神の大部
分をあらかじめ支配した個人に，表現の自由や宗教の自由を認めても意味は無い。
　日本では，公教育に関する政府の権限はどこに限界があるのかという問題は，国民の教育権か国
家の教育権かという教育内容の決定権限の所在をめぐるものとして論じられてきた。旭川学テ最高
裁判決2以来，国民か国家かという論争は役目を終えたかのように評価される場合もあるが3，公教
育に関する政府権限の限界という問題自体は，未だ論じられるべきものとして残っている4。
　本稿は，この公教育に関する政府の権限の限界という問題に取組む手がかりとして，アメリカ合
衆国の2つの連邦最高裁判例を分析することを試みる。1つは，1923年のMeyer　v．　Nebraska5で
ある。Meyer事件は，公立，私立を問わずすべての学校で，第8学年を終了していない生徒に英
語以外の外国語で授業することを禁止したネブラスカ州法のもとで，宗教系私立学校でドイッ語の
授業を行った教師が訴追されたというものであり，連邦最高裁は当該州法を違憲とした。もう1
つは，1925年のPierce　v．　Society　of　Sisters6である。　Pierce事件は，8～16歳の子どもを公立学校
に通学させることを親にi義務付けるオレゴン州法の差止めを求めて，宗教系私立学校と軍事教育を
行う私立学校が提訴したというものであり，ここでも連邦最高裁は当該州法を違憲とした。
1本稿において，公教育とは，初等・中等教育段階の子どもを対象に公立または私立の学校において主に行わ
　れ，一部または全部が政府にコントロールされる教育を指すものとして使用する。その点で，家庭や他の私
　的団体（教会等）で主に親の監督下で行われる私教育とは区別している。
2最判大昭和51年5月21日刑集30巻5号615頁。
3水島朝穂「戦後教育と憲法・憲法学」樋口陽一編『講座憲法学別巻』（岩波書店，1997）172頁。
4奥平康弘「教育を受ける権利」芦部信喜編『憲法皿人権（2）』（有斐閣，1981）424頁。
5Meyer　v．　Nebraslea，262　U．S．390（1923），
6Pierce　v．　Soo∫吻of　Sisters，268　U．S．510（1925）．
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　合衆国では，日本とは異なり，政府の公教育に関する権限と対抗するものとして主に考えられて
きたものは，憲法上の基本的権利として認められている親の教育の自由である7。合衆国におい
て，公教育は，社会の中で生きるための有用な知識や技術などの利益を国民に提供するものという
ばかりでなく，さらには，合衆国憲法が前提とする民主主義や自由という理想の実現に不可欠な諸
価値を将来の市民に身に付けさせるためにきわめて重要なものと考えられてきた8。合衆国におけ
る公教育の理想は，民主的な市民の育成である。そのために，州政府9は，公教育に関して広範な
権限を有するとされてきた。しかし，州政府の権限は，どのような制約も受けないというわけでは
ない。権限が濫用され，公教育が全体主義的に運用されたのでは，民主的市民の育成自体がままな
らなくなる。そこで登場するのが，親の教育の自由である。親は，自らが善いと考える内容や方法
の教育を子どもに与える権限を有し，州政府の公教育に関する権限は親の教育の自由を侵害するこ
とは許されない。もっとも，親の教育の自由をあまりにも広範に認めすぎては，今度は，州政府が
公教育を通じて得ようとする重要な利益，すなわち，民主的な市民を育成する利益を達成できなく
なってしまう。それゆえ，州政府の公教育に関する権限と親の教育の自由とをどのように調整する
のかということが，憲法学上の主たる検討課題となる。
　本稿がMeyer判決とPierce判決を主たる分析の対象とするのは，親の教育の自由を根拠に，州
の公教育に関する権限に制約を課し，州法を違憲としたはじめての連邦最高裁判決であり，公教育
に関する上記の憲法上の基本構造を明らかにしたものと評価されてきたからであるlo。もっとも，
本稿が2つの判決を取り上げる理由はそれだけではない。1980年代以降，合衆国では，Amy　Gut－
mannの『民主教育論』11を噛矢として，リベラルな民主政という憲法体制において，公教育はい
かなる役割を担うべきなのかということが活発に議論されるようになった12。そのような議論の活
発化の背景には，それまで多くの者が前提としていたりベラルな憲法観の前提を揺るがすような憲
法学，政治哲学の潮流が存在する。リベラリズムは，一方で，共同体主義やその系である公民的共
和主義によって，アトム化し孤立した個人を前提としているとの批判を受け，他方で，多文化主義
によって，特定の自律した個人像をそれに同意しない文化的背景を持つ老にまで押し付けていると
いう批判を受けるようになった。そのような中で，ある者は，リベラルな民主政を支える市民は決
7Mark　G．　Yudof　et　a1．　Educational　Policy　and　the　Law　4th　ed．，1－23（West　Thomson　Learning　2002）．
8See　generally　Charles　Leslie　Glenn，　Jr．，　The　Myth　of　the　Common　School（ISC　Press　2002，　First　Published　by
　The　University　of　Massachusetts　Press　1988）．
9合衆国では連邦憲法上，公教育に関する規定が存在しないため，公教育に関する事項の決定は原則的に州の
　権限である。
10Yudof　et　al．，　supra　note　7　at　10－19．
11Amy　Gutmann，　Democratic　Education（with　a　new　preface　and　epilogue，　Princeton　University　Press　1999
　〔第1版は1987年に出版〕，神山正弘訳『民主教育論：民主主義社会における教育と政治』〔同時代社，2004〕
　〔原典は第2版〕）。
12本節の述べたリベラルな民主政における公教育の役割論に関して詳しくは，参照　拙稿「アメリカの公教育
　に関する憲法学的一考察一リベラルな民主政と市民教育をめぐる論争を中心に一」法学研究論集〔明治大
　学大学院〕25号21頁（2006）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－3一
して自然に生まれるものではなく，一定の価値観を備えた市民を再生産するために政府は積極的に
役割を演じるべきだと考え，政府の権限の限界を画したMeyer判決とPierce判決には消極的な評
価しか与えず13，またある者は，価値の多元化した現代のアメリカ社会で，リベラルである以上
は，政府が市民の再生産過程において有する権限にも限界が設定されなければならないと主張し，
2つの判決が認めた親の教育の自由を積極的に評価する14。このように，2つの判決をどう評価す
るのかということが，リベラルな民主政おける公教育の役割を考える上で重要な問題になってい
る15。
　ところが，下記のように，Meyer判決とPierce判決それら自体，主にこの2つの判決が出され
た時の連邦最高裁や社会の状況および後の連邦最高裁の諸判決において2つの判決が先例として
果たした役割ゆえに簡単には評価を下せなくする要素を含んでおり，どのように評価するのか難し
い。2つの判決は，合衆国の憲法史上，消極的にしか評価できなくさせる要素と積極的に評価すべ
き要素の双方を抱えており，その二面性が2つの判決をめぐる論争を複雑にしている。そこで本
稿は，Meyer判決とPierce判決とが，公教育に関する政府の権限とその限界について，そもそも
どのようなことを言っていたのかを，当時の文脈に即して分析し，さらに，Meyer判決とPierce
判決が合衆国の公教育史においてどのように位置つくのかを検討する。
I　Meyer判決とPierce判決の抱える二面性一親の教育の自由と憲法史上の特殊性
1　親の教育の自由の二面性
　Meyer判決とPierce判決それ自体の分析に入る前に，2つの判決の抱える二面性を確認してお
く。この二面性が2つの判決に対する評価を難しくしているからである。Meyer判決とPierce判
決で認められたとされる親の教育の自由は，政府の公教育に関する権限の限界を構成するものとし
て，政府が公教育を利用して個人の精神をコントロールすることを防ぐ機能を果たしうる。2つの
判決を積極的に評価する立場のMark　G．　Yudofによれば，親の教育の自由は，政府の公教育に関
する権限行使から個人を守る「防波堤」だという16。このような立場からすれば，教育の自由は親
の精神的自由の一部であるばかりか，子どもの精神を政府による侵害から保護するものとなる17。
13Sθθ昭Stephen　Macedo，　Diversity　and　Distrust：Civic　Education　in　a　Multicultural　Democracy　94－103（Ha卜
　vard　University　Press　2000）．
14See　e．g．　William　A．　Galston，　Liberal　Pluralism：The　Implications　of　Value　Pluralism　for　Political　Theory　and
　Practice　18－20（Cambridge　University　Press　2002）．
15Sanford　Levinson，　Wrestling　with　Diversity　71（Duke　University　Press　2003）．
16Mark　G．　Yudof，　When　Governments　Speale：Toward　a　T肋ηげGovernment　Expression　and　the　First　1肋θ雁
　〃zent，57　Tex．　L．　Rev．863，888－91（1979）．
17Stephen　Arons，7「he　Separation　qプSo加01　and　5孟α忽Pierce　Reconsidered，46　Harv．　Educ．　Rev，76，96－99
　（1976）；Stephen　G．　Gilles，　On　Edzacating　Children：ノ1　Pαrentalist　Mani　esto，63　U．　Chi．　L．　Rev．937，937－944
　（1996）；Stephen　L．　Carter，0♂勿θ7　U？7endelムHol〃zes　Lecture．’　Parents，1～eligion，　and　Schools，1～eflection　on　Pierce，
　70｝石ears五α　ter，27　Seton　Hall　L．　Rev．1994，1200－1206（1997）；Richard　W．　Garnett，　Taking　Pierce　Seriously’
　The．翫珈砂，1～eligious　Education，　and　Harm’o　Children，76　Notre　Dame　L．　Rev．109，120－134（2000）．
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　しかし，消極的にしか評価しない側は，親の教育の自由の負の側面を指摘する。例えば，Bar－
bara　Bennett　Woodhouseによれば，そもそも，親の教育の自由とは親が自身の子どもに対して有
する絶対的な支配権に淵源を有し，子どもを親の所有物かのごとく扱う考え方に傾く危険性を有す
る18。このような視点からは，政府の公教育に関する権限は，子どもの利益を守るために親の支配
権を否定するために認められており，親の教育の自由を理由に政府の権限を制約することを認める
考え方は危険だといわれやすい。このように親の教育の自由を経済的自由の一種のように考える立
場からすれば，親の教育の自由は，よほど不合理でない限り政府による制約を免れえないとされや
すい。以上の考え方からすれば，Meyer判決とPierce判決は消極的に評価されることになる19。
　親の教育の自由に関する評価の別れは，Meyer判決とPierce判決が出された当時の時代状況，
すなわち第1次大戦中から高揚していたネイティヴィズムの時代であったと同時に，南北戦争後
の急速な産業発展のための社会的な矛盾を社会・経済立法によって解消しようとする進歩主義の時
代でもあったことにも深く関連するところであるが，この点に関しては後に外国語教育禁止法と公
立学校就学強制法の制定の背景を探る部分で述べることにする20。以上のような親の教育の自由が
抱える二面性が，Meyer判決とPierce判決の評価を難しくしている1つの理由だといいうる。
2　憲法史上の特殊性
　（1）1920年代＝ロックナー判決期
　さらに論争を複雑にさせる要素として，Meyer判決とPierce判決の憲法史上の位置づけの難し
さがある21。2つの判決が出された1920年代は，悪名高いLocher　v．　New　York（1905）22から名前
をとったロックナー判決期と呼ばれる時代である。1890年代以降，連邦最高裁は，州の活動に関
しては，合衆国憲法修正14条のデュー・プロセス条項に財産権や契約の自由などの保障を読込む
いわゆる実体的デュー・プロセス理論（Substantive　Due　Process　doctrine）などにより，州の多く
の社会・経済立法を違憲と判断していた23。州が，1890年代以降の進歩主義的な潮流に後押しされ
て，積極的に市場に介入しようとすることに対抗して，当時，保守派の裁判官が多数を占めていた
連邦最高裁は，レッセフェール経済体制の守護者であるべく積極的に司法審査を行っていたといわ
れてきた。もっとも，レッセフェールといっても，連邦最高裁は，南北戦争後の産業発展以後徐々
に形成された既存の経済体制を「所与」あるいは「自然」のものとして，それに反する州のポリス・
18Barbara　Bennett　Woodhouse，“　Who　Owns　the　Child”’　Meyer　and　Pierce　and　the　Child　as　ProPerty，33　Wm　and
　Mary　L．　Rev．995，1037－1039（1992）．
19James　G．　Dwyer，　Pαrents　’　Religion　and　Children　’s　Welfare’　Debunking　the　1）octrine（Of　Pa　rental　Righ　ts，82　Calif．
　LRev．1371，1446－1447（1994）；James　S．　Liebman，　Boole、Review：Voice，　Not　Choice：　Politics，　Mαrleets，　and
　、4〃zε7ゴoα冶Schools，　Bソ　fohn　E．　Chubb　and　Terりy　M．　Moe，101　Yale　L．　J．259，302－308（1991）．
20特に本稿皿一1－（3）を参照。
21奥平「教育を受ける権利」前掲注4，401－408頁。
22198U．S．45（1905）．
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パワー行使を専断的なものして違憲としていたに過ぎなかったといいうるであろう24。このような
連邦最高裁の多数派の裁判官たちに対して，Oiiver　Wendell　Holmes　Jr．裁判官とLouis　Brandeis
裁判官に代表されるリベラル派の裁判官は，Lochner判決反対意見におけるHolmesの「憲法は，
パターナリズムおよび国家に対する市民の有機的な関係，もしくはレッセフェールというような特
定の経済理論を具体化するようには意図されていない」25という言辞に象徴されるように，立法府
の判断の良し悪しを判断することは司法府の役割ではないとして司法府の自制を説いていた。
　Meyer判決とPierce判決は，実体的デュー・プロセス理論によって問題となった州法を違憲と
判断したものであり，当事老である教師の職業的利益や私立学校の財産権などの経済的利益を保護
することを主たる関心にしていたのではないか。2つの判決で認められた親の教育の自由も，実体
的デュー・プロセス理論によって根拠付けられており，上記のような子どもを親の所有物と捉える
ような考え方が現れているのではないか。このような疑問が浮かぶ。2つの判決の法廷意見を書い
た裁判官が，もっとも頑強に後のニュー・ディール立法に抵抗した保守派の内の一人であった
James　C．　McReynolds裁判官であり26，さらには，　Meyer判決では，一般にリベラル派と称され
るHolmesが反対意見を書いているのを見ると，この疑問はますます強まる。1937年のWest
Coast　Hotel　Co．　v．　Parrish27において，連邦最高裁は，実体的デュー・プロセス理論の放棄を宣言
し，それを端緒としたいわゆる憲法革命以降，経済・社会立法分野で実体的デュー・プロセス理論
にもとついて違憲判断を示したことは一度もない。憲法革命以降も，Meyer判決とPierce判決は
先例として有効性を主張できるのであろうか。
　このような疑問は，当時，連邦最高裁が，表現の自由に対してとっていた態度を考え合わせると
より深いものとなる28。表現の自由は，第1次大戦下で猛威をふるった連邦や州のスパイ法による
言論弾圧29をめぐる裁判の中でのHolmesやBrandeisの反対意見を経由して徐々に判例の中で優
23実体的デュー・プロセス理論がロックナー判決期に経済的自由を擁護する役割を果たすことになる展開お
　よびその放棄にいたる過程については多くの研究があるが，さしあたり，参照　田中英夫「私有財産権の保
　障規定としてのDue　Process　Clauseの成立」同『デュー・プロセス』に所収　（東大出版会，1987），高原
　賢治「アメリカにおける『警察権能』の理論の展開一公共の福祉についての一考察一（一）（二）」国家学会
　雑誌74巻9・10号22頁74巻11・12号20頁（1961），米沢広一「経済規制領域における司法審査一アメリカ法
　を素材として一（一）（二）」神戸学院法学13巻4号1頁14巻1号95頁（1983），常本照樹「『経済・社会立法』
　と司法審査一アメリカにおける「合理性の基準」に関する一考察（一）（二）」北大法学論集35巻1・2号1頁
　（1984）35巻5号1頁（1985）。
24Cass　R．　Sunstein，　The　Partial　Constitution　40－67（Harvard　University　Press　1993）．
25Lochner，198　U．S．，75（Justice　Holmes　dissenting）．
26Woodhouse，　supra　note　18　at　1080－1085．
27300U．S，379（1937）．
28参照奥平康弘『「表現の自由」を求めて一アメリカにおける権利獲得の軌跡一』（岩波書店，1999）127－
　171頁。
29See　generally，　Paul　L．　Murphy，　World　War　I　and　the　Origin　of　Civil　Liberties　in　the　United　States（W・W・Nor－
　ton＆Company　1979）．
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越的地位を獲得していったが，第1次大戦直後の時期には，未だ連邦最高裁の中でHolmesや
Brandeisの立場は少数派に過ぎず，多数派は，表現の自由を篤く保護しようとはしていなかっ
た。このような多数派の態度は，経済的自由を保護しようとする熱心さと比べると対照的である。
阪口正二郎は，第1次大戦以前の表現の自由の状態を象徴的に「現在とは逆の『二重の基準』」が
適用されていたようなものと評価するが30，そのような評価は第1次大戦直後のこの時期の連邦最
高裁の態度にも当てはまるであろう。また，州に関して言えば，Pierce判決の出された7日後の
判決であるGitlow　v．　New　York31において，連邦最高裁は，編入理論（incorporation　theory）と
呼ばれるものによってはじめて修正1条の言論の自由条項が修正14条を経由して州の活動にも適
用のあるものと認めたのであり，そもそもMeyer判決とPierce判決の出された時には表現の自由
について司法審査の前提を欠いた状態にあったといえる。さらに，Gitlow判決において，編入理
論により，修正1条の言論の自由条項にもとついて司法審査が行われたといっても，州による言
論制約に対して，表現の自由が篤く保護されるには至っていなかった。これらの点を考えると，2
つの判決において，連邦最高裁が親の教育の自由を通じて保護しようとしたものは州による教育へ
の介入によって犯されそうになっていた個人の精神的領域であったとはいいえないのかもしれない。
　（2）Meyer判決とPierce判決の残したもの　　非経済的領域での先例としての機能
　しかし，実際には，2つの判決は，上記のような理由で先例としての不確かさを抱えるにもかか
わらず，明示的に覆されることがないばかりか，後の連邦最高裁のさまざまな判決において重大な
機能を果たしてゆくことになった。その射程は教育32という枠を飛び出したものになっている。上
記のように1937年のいわゆる憲法革命において，連邦最高裁は，経済的な面での実体的デュー・
プロセス理論を放棄したが，その直後のUnited　States　v．　Carolene　Products　Co．33判決のStone裁
判官法廷意見脚注434は，修正14条の示す一般的な禁止の下でいくつかの種類の法律については裁
判所が厳格に司法審査を行わなければならないかどうかは本件では検討しないとした。Stone法廷
意見は，この部分により，厳格な司法審査の当てはまる領域が存在する可能性を残し，現在の二重
の基準論を示唆したとして有名である。そのような種類の法律として挙げられた中に，特定の宗教
的，民族的，人種的マイノリティーに向けられた法律が入っており，Meyer判決が民族的マイノ
リティーの先例として，Pierce判決が宗教的マイノリティーの先例として引用されていた35。
30阪口正二郎「第一次大戦前の合衆国における表現の自由と憲法学一表現の自由の優越的地位形成過程の歴
　史研究序説　（二）」社会科学研究43巻5号109頁（1992）160頁。
31268U．S，652（1925）．
32教育に関連する場面で，Meyer判決とPierce判決で示された親の教育の自由がもっとも大きな役割を演じ
　たのが，アーミッシュの子どもの就学拒否を一定の範囲で認めたWisconsin　v．　Yoder（406　U．S．205［1972］）
　である。参照　拙稿「Yoder判決を考える一アメリカの公教育における子どもの利益と市民育成一」法学研
　究論集〔明治大学大学院〕26号1頁（2007）。
33304U．S．144（1938）．
341d．，　at　152　note　4．
351d．
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　また現在では，実体的デュー・プロセス理論は，妊娠中絶の権利を代表格とするプライバシーの
権利等の憲法典では明示されていないが基本的だと考えられる権利を保護するための論理として，
非経済的領域で復活している36。もっとも，プライバシーの権利は，当初，正面から実体的デュー
・プロセス理論を用いて認められていたわけではない。プライバシーの権利の先駆的判決である
Griswold　v．　Connecticut37では，連邦最高裁は，既婚のカップル間での避妊具の使用を禁止したコ
ネチカット州法を違憲とした。Douglas裁判官の法廷意見は，権利章典に列挙された憲法上の諸権
利は，その保障の内に含ませうる「半影（penumubra）」を有し，親密な婚姻関係におけるプラ・f
バシーもそこに含まれるとした38。そこでは実体的デュー・プロセス理論を用いることが周到に避
けられていた39。ロックナー判決期への嫌悪感から非経済的領域であろうとも，正面から実体的
デュー・プロセス理論を復活させることには，連邦最高裁にもためらいがあった40。しかし，注目
すべきは，Meyer判決とPierce判決が，　Lochner判決期の実体的デュー・プロセス理論によった
ものであるにもかかわらず，憲法で明示的に挙げられていないが修正第1条の原理から導かれる
「半影」を示した例として，Douglas法廷意見で引用されていたことである41。　Meyer判決と
Pierce判決は，プライバシーの権利の権威ある先例として機能することになった。
　Calolene　Products判決のStone法廷意見も，　Griswold判決のDouglas法廷意見も，　Meyer判決
とPierce判決がたとえ実体的デュー・プロセス理論を用いていたとしても，その2つの判決の中
にLochner判決期の他の諸判決とは区別すべき精神的自由の礎を見出していた。　Meyer判決と
Pierce判決のその後の展開をみると，経済的関心に裏打ちされたLochner判決期の判決の例にす
ぎにないと罎小化して捉えることもできないのかもしれない。
皿　Meyer判決とPierce判決の内容
　Meyer判決とPierce判決は，いかなる関心に裏打ちされて展開していったものなのであろう
か。本章では，次章以下での分析の前提として，まず，Meyer判決とPierce判決で問題となった
外国語教育禁止法と公立学校就学強制法の制定の背景を紹介し，2つの州法の性格付けを行い，次
に，Meyer判決とPierce判決の内容を訴訟の経過も含めて説明する42。
36See　Roe　v．　Wade，410　U．S。113（1973）．
37381U．S，479（1965）．
38　1d．，　at　484－486，
39　1d．，　at　481－482．
40Kenneth　L　Karst，　The　Liberties　of　Equal　Citi2ens’Groupsαnd　the　1）ue　Process　Clause，55　UCLA　L．　Rev．99，
　123－124　（2007）．
41Griswold，381　U．S．，482－483．
42本章での法律の背景や訴訟の経過に関する叙述は概略的なものに留まっているため，より詳しくは，本章
　の脚注に挙げた各文献，特にWoodhouse，　supra　note　18およびWilliam　G．　Ross，　Forging　New　Freedoms：
　Nativism，　Education，　and　the　Constitution，1917－1927（University　of　Nebraska　Press　1994）を参照されたい。
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1　外国語教育禁止法と公立学校就学強制法の背景一1920年代のネイティヴィズムと進歩主義
　（1）外国語教育禁止法
　Meyer事件で争われた外国語教育禁止法は，通称サイモン法（Simon　Act）と呼ばれ，1919年
にネブラスカ州議会によって制定された43。第1次大戦直後のこの時期に，1917年のロシア革命後
の反ボルシェビキニズムにも影響されて，戦時に広がり未だ覚めやらぬネイティヴィズムや連邦や
州の政府が推進した100％アメリカニズム運動が，サイモン法の成立に影響を与えたことは間違い
ないであろう44。第1次大戦中の熱狂的なネイティヴィズムの矛先は，スパイ法下における言論弾
圧に見られるように共産主義者や南および中央ヨーロッパ大陸系のいわゆる新移民に向けられた45。
　ドイッ系アメリカ人も，敵国ドイッと通じ，国家転覆をたくらむものと偏見の眼差しの対象に
なっていた。ネブラスカ州は，ドイッ系アメリカ人の人口が多く，彼らに対する攻撃は一層激しい
ものであった46。ドイッ語新聞は発行を停止され，公立学校での民族言語教育（多くはドイッ語で
あった）を親の要請によって実施しなければならないとする法律も廃止された。ドイッ系アメリカ
人の自分たちの民族的な出自を保全しようとする態度は，ネ・イティヴィストにとっては我慢のなら
ないものであった。その中でも，ドイッ系移民の子弟が多く通う宗教系私立学校は，アメリカ的価
値とは異質のものを子どもに身に付けさせ，敵国を利する企みの巣窟として厳しい疑いの目で見ら
れた。第1次大戦中には，私立学校は，州の委員会からドイッ語での授業を自粛するように求め
られ，その要請に従わさるをえなかった。私立学校の多くは，戦争が終われば再びドイツ語での教
育を行いうるものと考えていたようである47。しかし，そのような私立学校側のもくろみははず
れ，戦後になって，公立，私立を問わずすべての学校で第8学年以下の子どもにドイツ語での教
育を禁止するサイモン法の制定を見ることになった。
　もっとも，第1次大戦前後に，外国語教育禁止法は，ネブラスカ州以外の他の多くの州でも制
定されており，1919年までには，その数は37州に上っていたという48。外国語教育禁止法は，この
時代においてそれほど珍しいものではなく，その成立の背景を探ってみると，そこにはネイティ
ヴィズム以外の要素も見出されうると指摘されている49。この時代に隆盛を極めた進歩主義教育学
は，南北戦争後の急速な産業発展に伴い生み出されていた諸問題にどのように対処するのかという
43ネブラスカ州の外国語教育禁止法の成立過程とその背景については，see　Ross，　supra　note　42　at　74－95；
　Woodhouse，　supra　note　18　at　1002－1016，また，外国語教育禁止法の原文については，　see　Meyer，262　U．S．，
　397．
44John　Highman，　Strangers　in　the　Land：Patterns　of　American　Nativism，1860－1925，254－263（with　a　new　epi－
　logue，　Rutger　University　Press　2002，　First　Published　in　1955，　renewed　in　1983）．
45Kenneth　B．　O’Brien　Jr．，Education，Americanization　and　the　Supreme　Court：　The　1920’s，13American　Quarter－
　ly　161，161－162　（1961）．
46　1d．，　at　163。
47Ross，　supra　note　42　at　96．
48　1d．，　at　61．
49Woodhouse，　supra　note　18　at　1010－1012．
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ことを大きな課題としていた。すなわち，産業資本家層と労働者層との対立や移民の急激な増加に
よって広がった社会の分裂をどう押し留め，合衆国がコミットする諸価値を紐帯とした社会の統一
性をどう担保するのか，ということである。公教育は，子どもたちに社会に出た時に必要とされる
有用な知識や技術を得る機会を平等に提供し，さらには，そのような機会の提供を通じて，移民の
子弟を含めた子どもたちをアメリカ人化するために存在するものだと考えられた50。そして，その
中でも英語は，アメリカ人としての生活に不可欠な共通言語として，子どもたちが第1に身に付
けねばならないものであった51。このような英語教育の必要性は，他方で移民が外の社会とは隔絶
された共同体や独自の私立学校を形成して母国の言語や習俗，宗教を保持しよう努めている状況の
中で，より深刻なものと受取られていた。それゆえ，当時，進歩主義的な公教育のあり方を主張す
る代表的な学者の中にも，Meyer判決において外国語教育禁止法が違憲とされたことに対して憤
りを表明し，英語教育を普及させ，移民の子どもたちをアメリカ社会に同化させるための州の権限
を不当に制限するものだとの評価を与える者さえいた52。
　②　公立学校就学強制法
　オレゴソ州は，1922年，州民投票により，8～16歳の子どもの公立学校への就学を親に強制する
法律を制定した53。公立学校就学強制法は，ミシガン州やワシントン州の議会でも提案され54，先
のネブラスカ州でも外国語教育禁止法制定以前に議会で可決寸前までいったが55，実際に制定され
たのはオレソゴン州のみであった。オレゴソ州でこの法律の制定を可能にした直接的な動因として
は，クー・クラークス・クラン（KKK）などのネイティヴィストグループの影響が指摘されてき
た56。1920年代に入って，KKKは，第1次大戦後に公衆の間に広がっていた社会的不安や移民へ
の不信の受け皿として，その会員数を急増させ，勢力を拡大した。特にアフリカ系アメリカ人の少
なかったオレゴソ州では，KKKは，彼らの信仰するプロテスタンティズムをアメリカニズムと同
定し，ローマカトリックをはじめとする彼らとは異質で偏狭のもの考えられた宗派を信仰する移民
たちに対して強烈な敵意を示した。彼らとは異質な者たちの巣窟であった私立学校をつぶし，公立
50David　B．　Tyack，　The　One　Best　System：AHistory　of　American　Urban　Education，229－255（Harvard　Univer・
　sity　Press　1974），
51Glenn，　supra　note　8　at　256－261．
52サソフォード大学教育学部のDeanであったEllwood　P．　Cubberleyやシカゴ大学教育学教授であったLN．
　Edwardsの反応である（Cited　in　O’Brien，　supra　note　45　at　165－166）。
53オレゴン州の公立学校就学強制の成立過程とその背景については，see　David　B．　Tyack，　The　Perils　ofPlural－
　ism：The　Bacleground　of　the　Pierce　Case，74　The　American　Historical　Review　74（1968）；M．　Paul　Holsinger，
　The　Oregon　School　Bill　Controversy，1922－1925，36　Pacific　Historical　Review　327（1968）；Lloyd　P．　Jorgenson，
　The　Oregon　School　Law（）f　1922：　Passage　and　Sequel，54　The　Catholic　Historical　Review　455（1969）；Ross，
　supra　note　42　at　148－173；Woodhouse，　supra　note　18　at　1016－1036．また，公立学校就学強制の原文について
　は，see　Pierce，268　US，，530　note　1．
54Ross，　supra　note　42　at　134－147．
55@1d．，atg3－94．
56Tyack，　supra　note　53　at　74－81．
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学校教育を通じてアメリカニズムを浸透させることが，どうしても必要だと考えた。KKKは，公
立学校就学強制法の制定に向けて，強力な運動を展開していくことになった。Pierce事件の当事
者でその当時のオレソゴソ州知事であったWalter　Pierceは，州知事選の最中，公立学校就学強制
法の制定を支持することを条件にKKKの強力な後ろ盾を得ることで，選挙戦を有利に展開するこ
とができた。オレゴン州で公立学校就学強制法が制定された背景にも，ネイティヴィズムの存在が
指摘できる。
　もっとも，公立学校就学強制法に関しても，それを推進した動因がネイティヴィズムのみである
とは言い切れない部分が存在するといわれる57。当時の進歩主義的な公教育観には，公立学校就学
強制法をも推進する論理が内在していた。公教育は，アメリカ的価値観を酒養するために存在し，
州はそのために積極的な役割を演じるべきである。州が運営する公立学校は，まさにそのような公
教育の目的を貫徹するためにもっとも適した場所である。公立学校は，子どもの出自を問わず，さ
まざまなバックグラウソドをもつ子どもたちを一緒に教育する場所であり，共通の価値観を子ども
たちに酒養することができる。それは移民の子弟も含めたすべての子どもたちをアメリカ社会に溶
け込ませるメルティング・ポットとたりうるものである。それに対し，私立学校は，民族的，宗教
的なバックグラウンドを同じくする者たちのみが集う場所であり，子どもたちを永遠にアメリカ社
会とは異質の存在にしてしまう。このような考え方からすれば，公立学校就学強制法も一概に不合
理なものとはいいえなくなる。公立学校就学強制法を推進した側は，このような公立学校教育の進
歩主義的な側面を強調する主張を少なくとも表面的には行っていた58。しかし，上記の外国教育禁
止法とは対照的に，オレゴン州の公立学校就学強制法は世間的には評判の悪いものであった。代表
的な教育学者の多くは，公立学校就学強制法をアメリカの教育システムの破壊であるとか，思想統
制だと批判し，新聞等も，これらの教育学者の見解を多く取り上げていた59。
　（3）公教育関係立法の複合的性格
　外国語教育禁止法も，公立学校就学強制法も，制定の直接的な動因は，その当時に高揚していた
ネイティヴィズムであったいいうるものの，それと同時に，それら2つの州法の中には当時の進
歩主義的な教育観の論理も潜在してもいた。このような二面性を有する外国語教育禁止法と公立学
校就学強制法とには，どのような性格付けがされるのが相応しいのであろうか。Meyer判決と
Pierce判決を肯定的に評価する立場の者たちは，概して，親の教育の自由が，実質的には，行き
過ぎたネイティヴィズムの発露を押し留める効果を発揮した点に注目する。2つの判決を消極的に
しか評価しないStephen　Macedoは，2つの州法がマイノリティーの抑圧に繋がってしまう結果に
なり，それゆえ，これらの法律を違憲としたMeyer判決とPierce判決の結論は間違ってなかった
かもしれないとする一方で，だからといって親の教育の自由を過大評価することは，公教育に期待
57Woodhouse，　supra　note　18　at　1035－36．
58　Jorgenson，　supra　note　53　at　457．
59Tyack，　supra　note　53　at　82，
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される役割を充足しようとする政府の権限に必要以上の足枷を課すことになりかねないという60。
　私見では，2つの州法の制定の背景に存在する二面性は，公教育関係立法が抱え込まさるを得な
い複合的性格をよく表しているということができると思われる。公教育関係立法は，他の社会立法
と同じく，私人間（教育という場面では親子関係）への政府による介入をある程度前提にしたもの
であり，どのような介入が適当かということに関しては様々な政策的配慮を要求する。それゆえ，
立法府の判断に対して司法府が過度の干渉を行うことは適当ではなく，立法府の裁量に任されるべ
き部分を多分に含む。2つの州法に対して，このような性格付けのみがなされるならば，ロック
ナー判決期の実体的デュー・プロセス理論にもとついて違憲判断を示したMeyer判決とPierce判
決は，今日においても通用性を有する先例として扱われるには相応しくないであろう。しかし，公
教育関係立法に特徴的なこととして，それは，他の社会立法には見られないほど直接に個人の精神
活動に影響を与えるものでもある。それゆえ，公教育に関わる場面で，政府による介入にまったく
無警戒でいることは，個人の精神活動への抑圧を生み，さらには公教育が政府による公衆のマニピ
ュレーションの道具へと堕すことを許すことにもなりかねない。このような性格も有するがゆえに，
Meyer事件とPierce事件が発生したことは，次節以降で述べる訴訟の過程からも伺われる。
　公教育関係立法が憲法学上の課題として立ち現れるときには，この複合的性格をどのように統御
すべきなのかということが主たる課題となり，それゆえ，今日，Meyer判決とPierce判決をいか
に評価するのかが決定的に重要になる。2つの州法のネ・イティヴィズム的側面のみを強調すること
も適当ではなく，また，進歩主義的な側面を含むからといって，直ちに2つの違憲判決への消極
的評価に繋がるわけでもない。問題は，Meyer判決とPierce判決が公教育関係立法の複合的な性
格に対する課題意識をもって対処しており，それゆえ，外国語教育禁止法と公立学校就学強制法を
それぞれ違憲と判断したことの中に，今日においても通用しうる意義を読取ることができるどうか
である。そこで，以下では，そもそもMeyer事件とPierce事件がいかなる関心の下に起こった事
件であったのかを探るべく両事件の訴訟の経過を辿り，その後に，連邦最高裁がいかような判断を
示したのかを紹介する。
2　Meyer判決
　（1）訴訟の経緯
　1）　下級審判決までの経緯
　Meyer事件は，多少複雑な事情を経て，連邦最高裁に継続することになった61。サイモソ法は，
1919年に制定された直後から，Meyer事件の当事者も所属していたルター派教会等の民族的マイ
ノリティーから反発を生んでいた。教区私立学校（parochial　school）での外国語教育の禁止は，
子どもが親やその所属する共同体の言語で一緒に祈りを捧げる等の宗教実践を不可能にし，親や宗
60Macedo，　supra　note　13　at　94－103；See　also　Woodhouse，　supra　note　18　at　1002－1032．
61Meyer事件の経緯については，　See　Ross，　supra　note　42　at　97－114．
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教系学校の宗教の自由を侵害すると考えられた。さらには，外国語教育禁止法が公立学校就学強制
法のような私立学校の存続をも脅かすさらなる措置への前段階としても認識された。そこでまず，
ルター派教会やローマカトリック教会が協力して原告となり，州を相手取ってサイモン法の実施の
差止めを求める訴訟を提起した。州最高裁は，サイモン法の実施差止めを認めなかったが62，州法
の文言上無理があるにもかかわらず，サイモソ法を厳格に解釈することで，かろうじてその合憲性
を担保した。すなわち，サイモン法は，州の義務教育法下での教育に介入しない限り，外国語の使
用を禁じたものではないと判示し，外国語教育をいかなる時にも全面的に禁止することは違憲であ
ると判断した63。州の義務教育法下での教育ということの意味は曖昧であったものの，この州最高
裁の判断を受けて，教区私立学校は，少なくとも休み時間中の外国語教育は許されると解釈し，休
み時間中の外国語での教育を実施し始めた。
　この段階で，Meyer事件は起こることになる。ネブラスカ州にあったジオソ福音主義ルター派
教会が運営する私立学校は，従来，午前9時から12時までと午後1時から4時まで授業を行い，
その間，12時から1時までを休み時間としていたが，上記の州最高裁判決を受けて，それを変更
し，休み時間を1時半まで延長し，その間でドイッ語での教育を行うことにした。午前9時から
午後4時までの就学時間に変更はなかったので，従来，英語での教育に当てられていた時間が30
分だけ減ることになった。その休み時間中にドイッ語での授業を行い訴追された教師が，Robert
Meyerであった。　Meyerは，有罪判決を受け，25ドルの罰金刑を言い渡された。これが，　Meyer
事件である。Meyerは，先に触れた州最高裁判決によれば休み時間中の外国語での教育はサイモ
ン法には違反していないはずだと主張した。さらに，サイモン法は，合衆国憲法修正14条の下で
保障される教師としての職業に従事する権利を侵害し，また，州憲法が保障する宗教の自由をも侵
害すると主張した。州最高裁は，Meyerの有罪判決を容認した64。多数意見は，本件の中心的な争
点は外国語教育禁止法が宗教の自由を侵害するかどうかだと述べ，そもそもMeyerの行ったドイ
ッ語教育は聖書の物語を用いていたとしても宗教教育ではなく，さらに，教会の教義は，英語でも
十分に伝達可能であり，ド・イッ語教育が宗教実践に不可欠だとは考えられないと判示した65。外国
語教育の禁止は宗教の自由をなんら侵害しない。多数意見は，移民の子どもが英語とアメリカ的理
想を身に付けるまで外国語に触れさせないようにすることは合理的だと述べ，外国語教育禁止法
は，州の正当なポリス・パワーの行使だと判示した66。これに対し，反対意見は，子どもの教育を
コントロールする親の基本的権利を強調し，後の連邦最高裁判決の予兆ともとれるものであった67。
　外国語教育禁止法に反対する者たちのそもそもの関心は，自らの民族的出自と深く結びついた宗
62．Nebraskα　District（ゾEvan8elical　Lutheran亀π04　qプMissouri　v．ルfcKelvie，104　Neb．93（1919）．
63　1d．，　at　100－101．
64ｫer　v．　S孟αホ6　qプNebrasha，107　Neb．657（1922）．
65@1d．，　at　663－667．
66　1d。，　at　661－662．
671d．，　at　667－669（Letton，　J．，　dissenting）．
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教実践が脅かされることにあったといいうるであろう。下級審段階においても，Meyer側は，経
済的な面での実体的デュー・プロセス理論の活用に主張の力点をおき，州側は，アメリカ人化プロ
グラムの一種としての外国語教育禁止法の意義を強調していたようであるが68，州最高裁は，当事
者のそもそも関心を読取ってか，外国語教育禁止法が，宗教の自由を侵害しないということの論証
に終始していた。多数意見は，経済的自由には一切触れず，また，親の教育の自由も，反対意見に
登場するのみであった。これに対し，後に詳しく見るように，連邦最高裁は，宗教の自由侵害かど
うかということを中心的に論じることはせず，実際には，教師の職業に従事する権利や親の教育の
自由に依拠して，外国語教育禁止法を違憲とした。この連邦最高裁の論理は突如として連邦最高裁
が発明したものではなく，すでにある程度，当事者の主張の中に現れていた。そのことを確かめる
べく，次に，連邦最高裁での両当事者の主張を見ておく。
　2）　連邦最高裁での当事者の主張
　連邦最高裁でのMeyer側の準備書面の中心は，外国語教育禁止法が修正14条によって保障され
る教師の職業に従事する権利や私立学校の財産権を侵害するという主張であった69。もっとも，
Meyer側は，外国語教育禁止法が移民のアメリカ化の手段だという州側の主張に対しては，「アメ
リカの精神は自由と寛容，すなわち，不合理で専断的な制約によって邪魔されることなく，自身の
生活を思い通りに送ることを個々人に許す性質だという事実」70を忘れるなとの主張も展開してお
り，さらに，口頭弁論では，Meyer側の代理人として主導的な立場を引き受けていたArthur　F．
Mullenが，宗教の自由や親の教育の自由というような非経済的な権利にも修正14条の保障が及ぶ
ものと主張し，外国語教育禁止法は，個人の基本的な諸権利を侵害するとも述べていた71。しか
し，連邦最高裁でのMeyer側の主張の全体を通してみれば，これらの宗教の自由や親の教育の自
由の主張は，教師の職業に従事する権利や私立学校の財産権というような経済的自由の主張に比べ
ると，あまり重きが置かれていない。
　これに対し，州側は，外国語教育禁止法は，自由や民主主義などのアメリカの理想を理解する市
民を育てるために必要なアメリカ人化プログラムの一部であり，州の正当なポリス・パワーの行使
として認められると主張した72。外国語教育禁止法の目的は，合衆国の理想に共鳴する開明的なア
68Ross，　supra　note　42　at　105．
69Briefαnd　Argumenちfor　Plain　ttl’ff　in　Erraor，ル勧θ7　at　7－18，　Meyer　v．　Nebraska，262　U，S．390（1923）（No．325）
　［hereinafterルfeyer　briefコin　Philip　B．　Kurland＆Gerhard　Casper　eds．，21Landmark　Briefs　and　Arguments　of
　the　Supreme　Court　of　the　United　States：Constitutional　Law　673（University　Publications　of　America，　Inc．
　1975）．
70@1d．，　at　16．
710ralArgu〃zθπqプ、4rthur　F．　Mullen　in　Behalf（）fl）伽窺換勿E7獅07，　at　7－12，　Meyer　v．　Nebraska　262　U．S．390
　（1923）（No．325）and　Nebraska　District　of　Evangelical　Lutheran　Synod　v，　McKelvie　262　U．S．440（No，440）
　［hereinafterルfullen　Oral　Argument］in　Kurland＆Casper　eds．，　supra　note　69，761．
72Brief　and、4rgu〃zent　of　State　o．プNebrasha，　Defendant　in　Error　at　12－44，　Meyer　v．　Nebraska，262　US．390
　（1923）（325）［hereinafter〈iebraslea　brief］in　Kurland＆Casper　eds．，　supra　note　69，697．
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メリカ市民を作り，英語を学ぶ以前に外国の考え方に染まること防ぐことである。ネブラスカ州に
は，外国語のみで生活する共同体（リトル・ドイッやリトル・イタリアなど）が存在し，それらは
アメリカ共和国にうまく同化しえていない。これらの危険を回避するために，初等教育は英語のみ
で行われるべきだという73。州側は，外国語教育禁止法が経済的自由を専断的に奪う違憲の立法だ
というMeyer側の主張に対し，いかに正当なポリス・パワーの行使であるのかを論証しようと務
めていた。
　州最高裁判決における宗教の自由を中心にした論理展開にもかかわらず，両当事者は，宗教の自
由にあまり意を用いず，教師や私立学校の経済的自由の侵害の有無を中心に争っていた。この時代
には，非経済的権利が憲法上の権利として明確に認められた連邦最高裁判決は未だ存在していな
かった。修正1条の宗教の自由に関しても，未だ編入理論は採用されておらず，修正1条の宗教
の自由条項は州には適用されないものと解釈されていた。このような事情もあいまって，Meyer
側にとっては，当時，連邦最高裁で隆盛を極めていた実体的デュー・プロセス理論に則って，経済
的自由を中心に主張を展開していくことは，訴訟戦略上も有益だと考えられたのであろう。州側の
反論も，Meyer側の主張に沿ったものになった。
　連邦最高裁の判決への影響を考える上で，さらに注目すべきことが1つある。先にも触れた
Meyer側の代理人Mullenの口頭弁論において，中心的に議論されていたことが，外国語教育禁止
法のことではなく，後にPierce事件で問題になる公立学校就学強制についてであったことであ
る74。Mullenは，州は公立学校のみへの就学を強制できると考えるかというMcReynolds裁判官
の質問に答えて，明確に「否」と答えていた。このような議論の背景には，Pierce事件の私立学
校側の代理人を務め，Meyer事件には裁判所の友（amicus　curiae）として関わったWilliam　D．
Guthrieの提出した意見書における主張が影響したといわれている75。そこでは，公立学校就学強
制法が，プラトンの国家論や古代スパルタの都市国家に現れた子どもを完全に国家が囲い込む観念
と極めて類似する全体主義的なものであることが強調されていた。Meyer事件においてすでに，
外国語教育禁止法の行く末が，公立学校就学強制法であり，それが全体主義的であることが裁判官
たちの頭の中に存在したといいうるのではなかろうか。後に述べるように，全体主義的な教育観へ
の警戒は，Meyer判決におけるMcReynolds裁判官の法廷意見の中心的なモチーフとなる。
　（2）McReynolds裁判官法廷意見
　Meyer判決では連邦最高裁は，以下のような理由で外国語教育禁止法を違憲と判断し，原審判
決を破棄差戻した76。McReynolds裁判官が書いた法廷意見は，問題は当該州法が修正14条によっ
て上訴人（Meyer）に保障された自由を不合理に侵害しているかどうかだと述べる。まず，法廷意
見は，修正14条によって保障される自由のカタログを示し，その自由への制約が州の正当なポリ
73　1d．　at　13．
74@Mullen　Oral　Argument　at　8－12．
75Guthrieの意見書は，　Woodhouse，　supra　note　18　at　1076－1078を参照。
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ス・パワーの行使であるかどうかを司法が判断することの重要性を強調する。修正14条で保障さ
れた自由には，身体的拘束からの自由に限られず，「契約する権利，一般的な職業に従事する権利，
有用な知識を得る権利，結婚する権利，家庭を築き，子どもを育てる権利，自らの信念に従って神
を崇拝する権利，さらには，全般的に自由な人びとによる秩序だった幸福追求に不可欠だとコモ
ン・ロー上長く認められている特権を享有する権利」を少なくとも含むという77。
　次に，法廷意見は，合衆国において教育が最高度の重要性をもつと認識されてきており，子ども
を「コントロールする権利に対応して，自身の子どもに彼らの生活状況に適した教育を与えること
は親の自然的な義務であ」り，「ネブラスカ州を含むほぼすべての州は，強制的な法律によって当
該義務の履行を強制している」と述べ，教育に関する親の義務と州の義務教育法の正統性を指摘す
る。もっとも，法廷意見は，子どもの教育が特有の能力を備えた人びとによって運営される学校に
おいてのみ可能なものであるとし，教師という職業が公共の福祉にとって不可欠な尊敬されるべき
ものであるという。Meyerは，「彼の職業の一部として」学校でド・イッを教えていたのであり，
「彼のそのような教える権利と彼を自身の子どもに知識を与えるために教えることに従事させる親
の権利は，……当該修正条項の自由に含まれる」と述べる。外国語教育禁止法は，英語以外での教
育を学校で禁止する点で，「現代言語の教師の職業，生徒の知識を得る機会，自身の子どもの教育
をコソトロールする親の権限」に実質的に介入する78。
　そして，法廷意見は，州は，その市民の質を身体的，精神的，道徳的に改善するために広範な権
限を有するが，しかし，個人も尊重されねばならない基本的権利を有し，憲法典による保護は，英
語を母語として生まれた者と同様に他の言語を話す者も含めてすべての者に与えられると述べる。
合衆国で通用している通常の言語を理解させる利益は大きいが，憲法典に抵触する方法で実現され
ることはできない。「望ましい目的も禁止された手段では増進されえない」といい，そこでプラト
ソ的国家観とスパルタの教育観が例に挙げられる。
　「プラトンは，彼の理想国家（Ideal　Common－Wealth）の福祉のために，次の規定をもつ法律を
提案した。
76また，連邦最高裁には，外国語教育禁止法に関わる他の3つの事案も同時に係属していた。1つは，
　Nebraska　District　of　Evangelical　Lutheran　Synod　v．　McKelvie（262　U．S．404［1923］）であり，ネブラスカ州
　がサイモン法を改正し，休み時間中の外国語教育も明確に禁止した通称ノバル法（Noval　Act）を制定後，
　宗教系私立学校が共同してその差止めを求めた事案である。後の2つは，Meyer事件と同様に，外国語教
　育禁止法の下で，教師が外国語を教えたとして有罪とされた事案であり，Bartels　v．　State　of　Iowa（Id。）と
　Bohning　v．　State　of　Ohio（Id．）である。　Meyer事件と異なる点として，　Bohning事件で問題となったオハ・f
　オ州の外国語教育禁止法は，ドイッ語教育のみを特に禁止するものであった。これらの3つの事件でも，
　両当事者は，連邦最高裁において，親の教育の自由や宗教の自由について多少の違いはあるものの，Meyer
　事件とほぼ同じような議論を展開していたようである（Ross，　supra　note　42　at　115－123）。法廷意見は，こ
　れら3つの事案についてもMeyer事件と同じ日に判決を出し，同様の理由付けですべての事案で外国語教
　育禁止法を違憲と判断した。
77Mayer，262　U．S．，399－400．
78　1d．　at　400－401．
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　『我々の守護老の妻たちは共有され，彼らの子どもは共有されなければならない。いかなる親も
自身の子どもを知らず，いなかる子どもも自身の親を知ってはならない。……適切な役人は，善き
親の子弟を囲い又は濫に連れて行き，そこで，役人は，離れの地区に住む特定の保育者にその子弟
を預けるであろう。しかし，劣等者，あるいは変形される機会がある場合はより良くなる老の子弟
は，その親がそうされなければならなかったように，いくらか謎に包まれた誰も知らない場所に蓄
えられるであろう。』
　スパルタは，個人を覆い隠し，理想的な市民を作り出すために，7歳の男子をバラック小屋に集
め，彼らのその後の教育と訓練を公的な保護者に託した。このような手段は，偉大なる才能を持つ
者たちによって慎重に承認されてきたけれども，個人と国家の関係に触れる彼らの理想は，我々の
制度が依拠する理想とはまったく異なる。そして，どこかの議会が，憲法典の文言と精神の双方に
対する暴力を行うことなしに，州の人民にそのような制約を課しうるとはとうてい承認されえない
であろう。」79
　法廷意見は，以上のように述べた上で，アメリカの理想を身に付けた人びとの同質性を助長した
いという議会の思いは容易に理解でき，特にその思いは，先の大戦における敵国の脅威を考えれば
一層強くなるものの，採用された手段は，州の権限の範囲を越え，上訴人の基本的権利に抵触し，
平和な時代において，適切な正当化事由も見出しえないという。州が学校への就学を強制したり，
英語での教育の実施を要求することも含むすべての学校に対する合理的規制を行ったり，公立学校
のカリキュラムを定める権限を有することが問題になっているのではなく，子どもが外国語の知識
を得るという通常は何の害悪もないと考えられることの禁止が問題になっている。そのような禁止
は，子どもの健康を担保するというような州の権限内にあるいかなる合理的な目的とも関連性を見
出しえない。それゆえ，外国語教育禁止法は専断的だと言わざるをえないと結論する80。
　（3）Holmes裁判官反対意見
　先に述べたように，Meyer判決には，　Holmes裁判官の短い反対意見（Sutherland裁判官賛同）
が付されている81。反対意見によれば，合衆国市民がすべて共通の言語を話すべきこと，それゆ
え，当該州法の目的は合法的かつ適切なことには当法廷の裁判官は皆同意している。唯一の争点
は，採用された手段が教師から彼らに修正14条によって保障された自由を奪うかどうかだとい
う。子ども期は言語の修得が確立される時期であり，州内に子どもが家庭で外国語しか聞かない地
域があるならば，幼い時期に子どもが学校で英語のみを聞き，話さねばならないと定めることを不
合理とはいいえない。教師はさまざまなことを教えることを禁止されており，教師の自由が奪われ
ているかどうかの唯一の判断基準は，法律が合理性の範囲を超えており，単なる専断的命令である
かどうかだと述べる。そして，最後に反対意見は，「当該法律への反対を理解するが，私にはそれ
79　1d．　at　401－402．
80　1d．　at　402－403．
811d．　at　412（Holmes，　J．，　dissenting）．
一17一
は人びとが合理的に異なりうる問題を提示しているように見え，それゆえ，私は合衆国憲法がその
実験の試みを妨げるとはいいえない」82という83。
3　Pierce判決
　（1）訴訟の経緯
　1）下級審判決までの経緯
　オレゴソ州での公立学校就学強制法の制定が，私立学校を抱えるカトリック等の宗教的マイノリ
ティーに衝撃を与え，反発を生んだことはいうまでもない。その制定後すぐに，オレゴソ州のm－一
マカトリック司教たちは，公立学校就学強制法の差止めを求める訴訟に打って出ることを決めた。
訴訟を提起する約1ヶ月前に連邦最高裁でMeyer判決が出されており，それにも大いに勇気付け
られていたといいうるであろう。オレゴン州で教区学校を経営していたキリストおよびマリア聖名
修道女会（The　Society　of　Sisters　of　the　Holy　Names　of　Jesus　and　Mary）は，ローマカトリック教
会に原告として選ばれ，5～21歳までの男子を対象に初等・中等教育や軍事教練を行う学校を経営
していたヒル軍事アカデミー（Hill　Military　Academy）と共に，オレゴソ州の公立学校就学強制
法が施行される1926年9月以前に，その実施の差止めを求めて，オレゴン州連邦地裁に訴訟を提
起した84。連邦地裁は，公立学校就学強制法を違憲と判断し，当該州法の暫定的差止めを認め
た85。連邦地裁は，当該州法施行以前にすでに私立学校は顧客を失いつつあることが示され，甚大
な経済的損失を被っていると指摘した上で，当該州法は，州のポリス・パワーの適切な範囲を逸脱
していると判示した。私立学校は，初等教育を行う「自然かつ固有の」権利を有し，さらに，
Meyer判決によれば，その私立学校の権利と学校に子どもを教育させる親の権利は，修正14条が
保障する自由に含まれる。にもかかわらず，州は，私立学校が州に対して何らかの脅威を及ぼして
いること，また，私立学校を初等教育から排除しなければならないことに関して，何の説得的な議
論も展開していない。私立学校に通う外国系の子弟の数の少なさを考えれば，メルティング・ポッ
トとしての学校というアメリカ社会への同化の問題も，説得的ではないという86。
　Pierce事件では，下級審段階からすでに，実体的デュー・プロセス理論により私立学校の経済
的自由と親の教育の自由を認め，それへの侵害を根拠に，公立学校就学強制法を違憲と判断する後
の連邦最高裁の判決の枠組みが示されていた。この段階では，Meyer判決をすでに先例として有
しており，その枠組みを踏襲したものといいうるであろう。このようなMeyer判決の枠組みに則
った論理構成は，次に見るように連邦最高裁での当事者の主張にも引継がれていく。
821d．
83もっとも，反対意見は，Bohning　v．　Ohioで問題となったドイッ語のみを禁止する法律に関しては，法廷意
　見の判断に同意するとした（Id．，　at　413）。
84Pierce事件の経緯については，　see　Ross，　supra　note　42　at　148－173．
85Society　of　Sis　te　rs　v．　Pierce，296　F．928（1924）．
86　1d．　at　932－938．
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　2）連邦最高裁での当事者の主張
　地裁判決後すぐに，オレゴソ州は，直接，連邦最高裁に上訴した。州側は，公立学校就学強制法
は，州の正当なポリス・パワーの範囲内のものだと主張した87。公立学校就学強制法は，社会的な
一体感を創りだすことを目的にしており，それがなければ，宗派的な私立学校は社会に疑心や不信
感を生みつづけ，さらには，ボルシェビキスト，サンディカリスト，そして共産主義者が学校を作
ることを許すことになるであろうという88。
　州側は，公立学校就学強制法が私立学校や教師，親，子どもの自由に対して負担を課すことにな
るとしても，その負担は，不当なものではないと述べる。親の権利に関しても，それは重要なもの
ではあるが，子どもの福祉や公共全体に関わる教育という問題においては，親の権利は，州の子ど
もをコントロールする権限を上回るものではない89。宗教の自由に関しても，修正1条は州に適用
がないのであるから，連邦の裁判所は，州内の宗教の自由に関わる問題に介入しえない90。連邦最
高裁は，禁酒法のように事業に大きな打撃を与えるような法律も合憲としている。州側は，Meyer
判決を教育に関する州の権限行使の正当さを例証するものとして引用していた91。
　州側の主張に対し，私立学校側は，公立学校就学強制法を正当化するような州側の利益が証明さ
れておらず，それゆえ，当該州法は，州の正当なポリス・パワーの範囲を逸脱していると主張し
た92。アメリカ社会への移民の同化を促進するという立法目的に関しても，私立学校は，公立学校
と同じくらい効率的に移民を同化する機能を果たしており，また，そもそもオレゴン州には移民の
数は少数であり，同化問題はそれほど深刻なものではないと主張する。私立学校の存在は，公立学
校に脅威をもたらすものではなく，むしろ，社会における健全な多様性を助長するという93。
　さらに，私立学校側は，社会・経済立法を違憲とした様々な連邦最高裁判決に依拠しつつ，学校
以外に用途がない建物や備品などの財産的価値や営利活動としての学校経営の性質を強調し，公立
学校就学強制法が修正14条で保障された財産権を侵害するとも力説していた94。確かに，州は私立
87β万σqプノ1ppe〃α螂，　The　Governor　Of　the　Stαte　Of　Oregon，　Pierce　at　29－63［hereinafter　Pierce　brief］，　Pierce　v．
　Society　of　Sisters，268　U．S．510（No．583）in　Philip　B．　Kurland＆Gerhard　Casper　eds，，23　Landmark　Briefs
　and　Arguments　of　the　Supreme　Court　of　the　United　States：Constitutional　Law　3（University　Publications　of
　America，　Inc．1975）；Brief（ゾAppellant，、rsaach　H．　Van　Vainkle，∠4ttornay　General　at　22－47，71－83［hereinafter
　Van　Winflle　bri（プ］，　Pierce　v．　Society　of　Sisters，268　US．510（No．538）in　Id．，71．
88@Pierce　brief　at　38－46．
89　Van　Win　fe　le　brief　at　22－23．
90　1d．　at　34．
911d．　at　28．
92、Brief　on　Beha　lf（）fAppellee，　So6吻（ゾSゴ3燃（by　Willialn　D．　Guthrie　et　at．）［hereinafter　Guthrie　briefコat　41－
　89，Pierce　v．　Society　of　Sisters，268　U．S．510（1923）（No．583）in　Kurland＆Casper，　supra　note　87，165；
　Brief　on　Behaゲqプノlppellee，　Socie砂（）f　Sis　ters（by　J．P．　Kavenaugh　et　aL）［hereinafter　Kavenaughわ7ゼげ］at　10－
　53，Pierce　v．　Society　of　Sisters，268　U．S．510（1923）（No．583）in　Id．，256．
93@Guthrie　bri（プ58－65；Kaz／enaugh　brief　at　93－94．
94@Guthrie　brief「at　2－7，47－58；Kavenaugh　briげat　29－33．
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学校を規制する権限を有するが，公立学校就学強制法の実際的な効果は，私立学校の廃止である95。
Pierce事件においても経済的損失を強調することには相当程度比重が置かれていた。
　また，宗教の自由に関しては，宗派系私立学校は，公立学校では行われない宗教教育を提供する
場所であり，宗教教育は親の教育の自由と不可分の関係にあるという文脈で言及されていた96。
Meyer判決を引用し，修正1条の宗教実践の自由条項が修正14条の自由に含まれるとも主張して
いた97。宗教系私立学校による公立学校就学強制への強烈な反対は，この宗教の自由への関心に貫
かれていたといってよかろう。私立学校側の代理人Guthrieは，口頭弁論の締めくくりにおいて，
公立学校就学強制を合憲とする判決は「合衆国における良心の自由，教育の自由，そして，宗教の
自由の弔いの鐘の音となるであろう」98と述べるほどであった。しかしながら，Pierce判決の訴訟
過程を丹念に追っているWilliam　G．　Rossも指摘するように，私立学校の宗教的側面を強調する場
合には，直接に宗教の自由侵害を主張するというよりも，私立学校の社会での有益性を例証する点
に力点が置かれていた99。すなわち，私立学校は，宗教教育を通じて社会にとって有用な道徳を子
どもに教えているのだから，廃止は不合理だということである100。
　親の権利に関しては，私立学校側は，Meyer判決に依拠しつつ，親は，自然権として，子ども
の教育を方向付け，コントロールする基本的権利を有すると主張していた101。子どもは州のもの
ではない。親は訴訟の当事者ではないが，私立学校の存続可能性は，親が子どもを私立学校に通わ
せる権利を有するかどうかにかかっている。公立学校就学強制法は，親の権利を大きく損なうもの
であり，Meyer判決で問題になった外国語教育禁止法よりもよりスパルタ的だと主張した102。
　以上から明らかなように，Pierce事件においては，両当事者は，すでにMeyer判決で示された
枠組みを踏襲し，経済的自由と親の教育の自由という二段構えで論理を構成していた。一方当事者
であったカトリック系私立学校の修道女会にとって，公立学校就学強制法に反対する基底的な思い
は，宗教の自由であったことも伺われるが，それが前面に押し出されることはなかった。Meyer
事件の時と同様に未だ連邦最高裁によって修正1条の宗教の自由が明確に認められていなかった
ことに加えて，軍事教練学校が当事者として訴訟に参加していた以上，宗教の自由を前面に押し出
して主張を展開するには及ばなかったといいうるであろう。さらに注目すべきことは，私立学校側
の主張の中に，公立学校就学強制法が全体主義的な政府権限の行使であるという言辞が目立つこと
95@Guthrie　brief　at　78－86；Kavenaugh　brief　at　25－29．
96@Guthrie　brief　at　68－74。
97　Kavenaugh　brief　at　63．
980ral／1rgu〃zθ％’ρプWillia〃t　Guthrie　o％Behalf　o．プthe／lpl）ellee，　Society　of　Sis　te　rs（Second　day）at　17，　Pierce　v．
　Society　of　Sisters　268　U．S．510（1923）（No．583）in　Kurland＆Casper，　supra　note　87，473．
99Ross，　supra　note　42　at　169－170．
100@Gu〃zrie　brief　at　22－25；1（αz／enaugh　brief　at　58－68．
101@Guthri（；brief　at　65－74；Kat／enaug・h　brief　at　33－45．
102@（；Ulソをrz：e　う72：げat　66－68．
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である。親の教育の自由を主張する場面では，公立学校就学強制法がスパルタ的だと述べられてい
た。アメリカユダヤ人会議（American　Jewish　Committee）が裁判所の友として私立学校側を支援
して提出した意見書は，公立学校への教育の一元化がなされれば，「我々の国は，機械のロボット
と画一化されたバビットからなるものになるであろう」103と述べており，その他の私立学校側の準
備書面においても，公立学校就学強制は，宗教を破壊し，教育を国家独占にするソビエトの例に類
似すると主張されていた104。公教育を通じた全体主義への警戒が，Meyer判決と同様に，　Pierce
判決においても，相当程度の役割を演じることになることは次に見るとおりである。
　（2）McReynolds裁判官法廷意見
　このような当事者双方の主張に対し，連邦最高裁は，オレゴン州の公立学校就学強制を違憲と判
断し，原審判決を容認した。McReynolds裁判官が，全員一致の法廷意見を書いた。法廷意見は，
まず，公立学校就学強制法の実施によって修道女会とヒル軍事アカデミーが被るであろう経済的損
失に触れる。修道女会もヒル軍事アカデミーも，双方ともが，8歳から16歳までを対象とした学校
経営による授業料収入の利益を得ており，さらには，校舎や備品など学校教育以外には用途の乏し
い施設を有している。また，すでに公立学校就学強制法の施行を前にして，双方の学校に通ってい
た子どもたちの幾人かは，それらの学校を辞めてしまっていると指摘する105。
　次に，法廷意見は，学校教育に関する州の広範な権限を認める。本件では，私立学校を含むすべ
ての学校を規制する権限，私立学校，教師，生徒を調査，監督する権限，すべての子どもが何らか
の学校に通うこと，教師が善き道徳と愛国的な性質をもつこと，善き市民に不可欠な教育が施され
ねばならないこと，公共の福祉に明らかに反するものが教えられてはならないことを要求する権限
というような州の各種の権限に関する問題は提起されていないと述べる106。
　法廷意見によれば，公立学校就学強制法の施行の現実的な帰結は，被上訴人を含むすべての私立
学校の廃止である。さらに，法廷意見は，被上訴人の私立学校が，本質的に害悪を及ぼすものでは
なく，長く有益なものとみなされてきたし，初等教育に関して本件のような非常措置をとらねばな
らないような緊急事態も生じていないとして，私立学校の無害性を強調する107。
　そして，法廷意見はMeyer判決を引用しつつ，次のように判示する。
　「当法廷は，1922年の法律が，自身の管理下にある子どもの養育と教育を方向付ける親や保護者
の自由を合理的な理由なく侵害することは明白だと考える。今日に至るまでしばしば指摘されてき
たように，憲法によって保障された権利は，州の権限内の何らかの目的と何の合理的な関係性も有
さない立法によっては侵害されえない。合衆国のすべての政府が立脚する自由の基礎理論は，公立
103Bγ吻qプLouisルlarshαll，　Amicus　Curiae　on、Beha　lf　Of　Appe〃ees（for　American　Jewish　Committee）at　8，　Pierce
　v．Society　of　Sisters，268　U．S．510（1923）（No．583）in　Kurland＆Casper，　supra　note　87，385．
104@Guthrie　brief　at　86．
105Pierce，268　U．S．，531－533．
106　1d．　at　534．
lo7　1d．　at　534－535．
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学校の教師からのみ教育を受けることを子どもたちに強制することで子どもたちを画一化（stan・
dardize）する一般的ないかなる州の権限をも排除する。子どもは単なる州の創造物ではない。子
どもを養育し，彼らの命運を方向付ける者は，さらなる責務を認識し，それらの責務に向けて子ど
もに準備をさせる高度な義務を伴う権利を有する。」108
　法廷意見によれば，被上訴人の事業や財産は，このような現在と将来の顧客に対して州が行使し
ようとする強制力によって脅威にさらされているという。被上訴人は，彼らの顧客に対する専断的
で不合理かつ非合法の州による侵害行為とその帰結としての事業や財産の破壊からの保護を求めて
おり，その利益は明白であるという。それゆえ，法廷意見は，公立学校就学強制法の実施に対する
暫定的差止めは容認されると結論付けた109。
4　小　括
　外国語教育禁止法も，公立学校就学強制法も，その中に進歩主義的な教育観を包蔵しつつも，ア
メリカ社会における民族的・宗教的マ・イノリティーに相当程度に負担を課すものであった。上記の
とおり，2つの州法は，公教育関係立法が抱え込まざるを得ない複合的性格をよく体現したもので
あった。2つの州法が，個人の精神に直接に影響を与えるものであるがゆえに，Meyer事件と
Pierce事件が生起することになったといいうる。民族的・宗教的マイノリティーにとっては，自
分たちの子どもたちを通わせている私立学校での基盤的な教育内容である民族言語教育や私立学校
のそのものの存続は，自分たちの伝統や信仰を存続させるためになくてはならないものであった。
外国語教育禁止法も，公立学校就学強制も，彼らにとっては自らのアイデンティティーをかけて戦
わなければならない相手であった。Meyer事件にも，　Pierce事件にも，このような民族的・宗教
的マイノリティーの思いが充満しており，それゆえ，宗教の自由を中心にした彼らの思いが，訴訟
の過程で散見されることになる。Meyer事件の教師も，　Pierce事件の私立学校も，単に自らの経
済的な損失を憂いていたのではなく，自らのアイデンティティーをかけて戦いを挑んでいたことは
確かであろう。もっとも，このような思いは，訴訟において全面展開されることはなかった。
　訴訟戦略上，教師の職業の自由や私立学校の財産権という経済的権利と親の教育の自由が前面に
押し出され，それらの権利に対する外国語教育禁止法と公立学校就学強制法による負担が，州の正
当なポリス・パワーの行使かどうかということが主たる争点を形成した。そして，連邦最高裁も，
基本的にはこの枠組みに則って判断した。Meyer判決では，法廷意見は，実体的デュー・プロセ
ス理論にもとづき，外国語教育禁止法は尊敬に値する外国語教師という職業に従事する権利および
その教師に子どもの教育を託した親の権利を侵害する専断的なものだと判示している。Pierce判
決でも，法廷意見は，実体的デュー・プロセス理論にもとづき，公立学校就学強制法は私立学校に
対して不当な財産的損害を与え，さらに，その顧客である親の教育の自由を侵害するゆえに，専断
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的だと判示している。親の教育の自由は，訴訟当事者である教師や私立学校の経済的自由への負担
の不当性の立証を下支えするものとして機能した。加えて，問題の州法のような形で，親の教育の
自由を侵害することは全体主義的であるという。両判決は，公教育に関する州の権限行使が全体主
義であるがゆえに違憲だという共通の問題意識を表明したものとなっている。
　以上のような展開過程の中で生み出されたMeyer判決とPierce判決は，どのような関心に裏打
ちされて外国語教育禁止法と公立学校就学強制法のそれぞれを違憲と判断したと評価できるのであ
ろうか。当事者である教師や私立学校のアイデソティティーをかけた戦いへの思いをいくらかでも
反映していると評価できるのか。単に当時の連邦最高裁の常道を行って，経済的な関心に意を用い
ただけなのか。それとも，他の何らかの関心を包蔵しているか。以下，皿では，当時の社会状況，
連邦最高裁および憲法学の動向を踏まえて，Meyer判決とPierce判決を分析し，その分析にもと
ついて，Nでは，民主的な市民育成ということに着目しつつ，合衆国の公教育の歴史を簡単に振り
返りながら，2つの判決の当時および現在における意義を確認してみたい。（未完）
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